
様式2-アルバイト    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

１.令和２年１月～令和３年１２月の間にアルバイトを 
  ➀した   ②していない （いずれかを○で囲んでください。）

平均月額 受給総額

千円

千円

千円

千円

千円

千円

１.令和３年１月～令和３年１２月の間にアルバイトを 
➀している・する予定   ②していない・しない予定

（いずれかを○で囲んでください。）

↓➀している・する予定 の場合は、その状況・その予定を記入してください。
平均月額 受給総額

千円

千円

千円

千円

千円

千円計

計

アルバイト先 内容 支払を受ける期間

令和  年  月  日

アルバイト収入状況申立書

内容アルバイト先 支払を受けた期間

入学料免除・徴収猶予申請に当たり、アルバイト（ＴＡ，ＲＡ、ＣＯＥも含む。）
収入状況は次のとおりです。

※注意：上記➀のしている・する予定を○で囲んだ方は、支払いを受ける期間（予定期間を含む。）及
び受給総額（見込）の欄は、令和３年１月～令和３年１２月までのことを記載してください。



様式3-奨学金受給状況    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

受給の有無    有   ・    無 （いずれかを○で囲んでください。）

➀奨学金名：
月額 受給月数

円 ヶ月分

②奨学金名：
月額 受給月数

円 ヶ月分

受給の有無    有   ・    無 （いずれかを○で囲んでください。）

区分 月額 受給月数

第一種
円 ヶ月分

第二種
円 ヶ月分

受給期間 年額
    年  月～   年  月 円

令和  年  月  日

奨学金受給状況申告書

年額受給期間
    年  月～   年  月 円

日本学生支援機構 奨学金受給状況記入欄
年額

円

円
令和  年  月～   年  月

令和  年  月～   年  月

受給期間

○令和２年４月～令和３年３月までの給付奨学金の受給状況は次のとおりです。

※給付奨学金とは、卒業後返還をしなくてよい奨学金をいいます。日本学生支援機構奨学
金等で卒業後返還を要する奨学金（貸与奨学金）については記入不要です。

○令和３年４月～令和４年３月までの日本学生支援機構奨学金の受給予定は次のとおりです。

※継続しているもの、決定・内定（予約採用）しているもののみ記入してください。
前年度と金額等に変更がない場合も必ず記入してください。



様式4-貼付台紙    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

令和        年  月  日

源泉徴収票等貼付台紙

糊 付 箇 所

糊 付 箇 所

糊 付 箇 所

○A４版より小さい書類をこの台紙に貼付してください。
○年金に関する書類は様式１４を使用してください。
○複数貼付するときは、証明内容が確認できるようにしてください。
※令和２年１月以降に就職し、現在も継続して勤務している場合は、源泉徴収票ではなく

給与支給（見込）証明書（様式５）を提出してください。



様式5-給与支給    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

事業所代表 殿

就業者 氏名（自署）
住   所

①年収（見込額）が証明できる場合

        年   月   日

□常勤 □非常勤（パート等）
支給総額（税込）

円

②年収（見込額）が不明の場合

         年   月   日
支給総額（税込） 円

支給総額（税込） 円

支給総額（税込） 円

上記のとおり相違ないことを証明します。
令和 年 月 日

事 業 所 名
代 表 者 名 印
所 在 地
電 話 （ ） ー

令和       年  月  日

給与支給（見込）証明書

記

就職年月日

採用の形態

年収（見込額）      年   月～   年   月

     年   月支給分

     年   月支給分

賞与（ボーナス）等の

給与支給金額
（最近３ヶ月分）

就職年月日

     年   月支給分

有（年間  ヶ月分）又は（     ）円

 無有無を右欄に記入 ※２

このたび、熊本大学に在学中（入学予定）の、（続柄） （氏名）
が、入学料免除・徴収猶予申請に必要なため、私（就業者）に関わる①又は②について証明願い
ます。

※１：就職した翌月から１年間（１２ヶ月）の年収（又は年収見込額）を記入してください。
賞与（ボーナス）等がある場合は、支給総額に賞与を含んだ金額を記入してください。

※１

※お願い：修正をする場合はお手数ですが二重線に訂正印を押印の上、ご記入をお願いします。（修正液等は使用しないでください。）

※２：賞与（ボーナス）等の有無を記入の上、「有」の場合は年間の支給額（年間○ヶ月分又
は金額）を必ず記入してください。



様式6-退職証明    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

事業所代表 殿

就業者 氏名（自署）
住   所

退職金                       円

支給（予定）日        年     月    日

上記のとおり相違ないことを証明します。
令和 年 月 日

事 業 所 名

代 表 者 名 印

所 在 地

電 話 （ ） ー

令和        年  月  日

退職及び退職金支給証明書

記

このたび、熊本大学に在学中（入学予定）の、（続柄） （氏名）
が、入学料免除・徴収猶予申請に必要としますので、私（就業者）に関わる下記事項について証
明願います。

上記の者は、 年 月 日付けで当事業所を退職したことを証明します。
なお、退職金については下記のとおりであることを証明します。

※お願い：修正をする場合はお手数ですが二重線に訂正印を押印の上、ご記入をお願いします。（修正液等は使用しないでください。）

（ 支給予定 ・支給した ・ 支給しなかった ）



様式7-在学証明    

〔熊本大学在学者〕

学生番号 申請者氏名  

   

 

各学校事務担当者 殿

熊 本 大 学

【貴学(校)在学者】証明を受ける兄弟姉妹の方がご自分で記入して提出してください。

現在の学年

＊＊＊＊＊＊＊＊以下は各学校の証明書ご担当者が記入してください。＊＊＊＊＊＊＊

１：在学状況（該当する□に☑印を付してください。）

□大学・大学院・短大 □専修学校（専門課程）

□高等専門学校 □専修学校（高等課程）

□高等学校 □専修学校（一般課程）

□各種学校

□自宅 □自宅外

２：令和2年度授業料免除状況 ※貴学(校)が公立又は私立学校の場合は記入不要です。

区 分

円

上記のとおり相違ないことを証明します。
令和 年 月 日

学 校 名
担 当 者 職 名

氏 名             印

 ＝この証明書は、高校生以上の就学者全員が必要です。＝

授業料免除の実施状況 授業料年額

在学状況及び授業料免除状況証明書

学 校 設 置 区 分

通 学 区 分

学 校 種 別

学生番号 氏 名

□国立大学法人  □独立行政法人   □公立   □私立

前  期

後  期

□全額免除  □2/3免除  □半額免除
□1/3免除  □不許可  □申請無

□全額免除  □2/3免除  □半額免除
□1/3免除  □不許可  □申請無

（免除前の年額）□ 令 和 ３ 年 度 入 学 の た め 該 当 し ま せ ん 。

このたび、熊本大学在学者が免除申請に必要なため、貴学(校)在学の兄弟姉妹等の下記事項に
ついて、証明をお願いします。

このたび、熊本大学在学者が免除申請に必要なため、貴学(校)在学の兄弟姉妹等の下記事項に
ついて、証明をお願いします。

《問い合わせ先：熊本大学 学生支援部 経済支援担当 ０９６－３４２－２１２６》

◎各学校のご担当者様へのお願い
・在学生については現在の状況を記入してください。
・貴学(校)の新入生のみ、4月1日以降に証明をお願いします。
・担当者職名は、事務ご担当者様で結構です。
・詳細は裏面の記入例をご参照ください。



様式7-在学証明    

《記入例》

３

４

１ 申請者本人が
記入します。

各学校の担当者記
入欄です。
（学生は記入しな
いでください。）

国立学校の担当者
の方のみご記入く
ださい。（学生は
記入しないでくだ
さい。）

◎免除申請をされる方へ
※本紙が複数枚必要な場合は各自コピーをしてください。

２

３

１

２ 兄弟姉妹本人
が記入してく
ださい。

４

〔熊本大学在学者〕

学生番号 123-T4567 申請者氏名  熊 本 一 朗

   

 ＝この証明書は、高校生以上の就学者全員が必要です。＝

◎各学校のご担当者様へのお願い
・在学生については現在の状況を記入してください。
・担当者職名は、事務ご担当者様で結構です。
・詳細は裏面の記入例をご参照ください。

各学校事務担当者 殿
熊 本 大 学

在学状況及び授業料免除状況証明書

このたび、熊本大学在学者が免除申請に必要なため、貴学(校)在学の兄弟姉妹等の下記事項に
ついて、証明をお願いします。

【貴学(校)在学者】証明を受ける兄弟姉妹の方がご自分で記入して提出してください。

現在の学年

＊＊＊＊＊＊＊＊以下は各学校の証明書ご担当者が記入してください。＊＊＊＊＊＊＊

学生番号 氏 名

0 0 0 0 0 1 熊 本 花 子2

１：在学状況（該当する□に☑印を付してください。）

☑大学・大学院・短大 □専修学校（専門課程）

□高等専門学校 □専修学校（高等課程）

□高等学校 □専修学校（一般課程）

□各種学校

☑自宅 □自宅外

学 校 設 置 区 分

通 学 区 分

学 校 種 別

☑国立大学法人  □独立行政法人   □公立   □私立

535,800
☑

２：令和2年度授業料免除状況 ※貴学(校)が公立又は私立学校の場合は記入不要です。

区 分

円

授業料免除の実施状況 授業料年額

前  期

後  期

 全額免除  □2/3免除  □半額免除
□1/3免除  □不許可  □申請無

□全額免除  □2/3免除  □半額免除
 1/3免除  □不許可  □申請無

（免除前の年額）□ 令 和 ３ 年 度 入 学 の た め 該 当 し ま せ ん 。

☑

上記のとおり相違ないことを証明します。
令和 年 月 日

学 校 名
担 当 者 職 名

氏 名             印

平 成 大 学

経 済 支 援 担 当
○ ○ ○ ○

○ × △



様式8-申立書

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

熊 本 大 学 長 殿

入学料免除・徴収猶予を申請するにあたり、下記のとおり申し立てます。

令和  年  月  日

申  立  書

《申立内容》
※「免除申請書」の申請理由と同じ内容ではなく、特に申し立てる必要がある以下の事項等

について簡潔に記載してください。

１．世帯内で18歳以上の就労可能で無職・無収入者がいる場合、その理由
（対象例）予備校生等、就職（転職）活動中、病気療養中の方など
※専業主婦で無収入（所得証明書が0円）の場合は不要です。

２．世帯内の退職者に退職金・保険金（雇用保険など）等が支払われない理由
３．親戚等からの援助などで証明書が添付できないこと
４．その他特に説明を要する事柄
※令和２年１月以降で就労状況に変化（就職・退職・休職等）があった場合は様式８の２に記入し
てください。



様式8の2-就労申立書

申請者氏名

熊 本 大 学 長 殿

入学料料免除・徴収猶予を申請するにあたり、下記のとおり申し立てます。

勤務状況について（期間と勤務先等）      （   へも記入してください）

①

②

③

④

⑤

□有 □有 □有 □有 □有

□無 □無 □無 □無 □無

□申請予定 □申請予定 □申請予定 □申請予定 □申請予定

□受給中 □受給中 □受給中 □受給中 □受給中

● 令和２年中に新たに就職された方は「給与支給（見込）証明書（様式５）」を提出してください。

● 令和３年４月以降に退職した方は「退職及び退職金証明書（様式６）」を提出してください。

● 雇用保険を受給中の方は「雇用保険受給資格者証（第１面～４面）」を提出してください。

学部・研究科・
教育部

就 労 に 関 す る 申 立 書

申請者と
の続柄

申立人
氏名

令和  年  月  日

年  月  日～  年  月  日

継続・退職

継続・退職

雇用保険

退職金支給

① ② ③ ④ ⑤

継続の有無

継続・退職

□無職 □求職中 □休職中（ 年 月 日～ 年 月 日まで） 現在の状況

継続・退職

継続・退職

勤務先（就労状況）等期  間

年  月  日～  年  月  日

年  月  日～  年  月  日

年  月  日～  年  月  日

年  月  日～  年  月  日

※この申立は令和２年１月以降で就労状況に変化（就職・退職・休職）があった場合に使用してください。
１カ所に勤めながら、短期間のパート等を掛け持ちしたなどの場合も対象となります。

※令和３年１０月１日現在の状況を記入してください。

※

※

１

２

２



様式9-母子父子    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

熊 本 大 学 長 殿

入学料免除・徴収猶予申請をするにあたり、下記のとおり申し立てます。

□ 父親 □生別  □死亡 （    年  月）

□ 母親 □生別  □死亡 （    年  月）

□ 有 有の場合

□ 無

□ 有 有の場合

（氏名）           より援助がある。

□ 無       円×  回 ＝         円

□ 有 有の場合

□ 無

□ 有 有の場合

（氏名）        （続柄）   

より援助がある。

□ 無       円×  回 ＝         円

令和  年  月  日

母子・父子世帯申立書

（振込通知書の金額）×（年間振込回数）＝（年額）

      円×  回 ＝         円

★申請時現在の振込通知書の写しを添付してください。

遺族年金受給の
有無

死別の場合

母子・父子世帯

親戚・知人からの援助の有無

生別の場合
父又は母より

養育等の援助の
有無

      円×  回 ＝         円

★申請時現在の受給通知書の写しを添付してください。

児童扶養手当支給の有無

＊母子・父子世帯の控除は、申請者本人の父又は母のどちらか一方、あるいは両方
がいない場合に適用します。

＊該当する項目の□にレ点をつけてください。



様式10-独立生計    

申請者氏名

熊 本 大 学 長 殿

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円

千円

千円 千円 千円

※この申立書には、認定のための証明書類が必要です。裏面で確認してください。

千円

時間 千円

学部・研究科・
教育部

令和  年  月  日

時間 千円

収入額

（月額）

千円

独立生計者申立書

項目 本人 配偶者

時間 千円

時間 千円

配
偶
者

定職・アルバイト
の別

時間

勤務先名 勤務内容
週当たり
就労時間

本
人

時間

項目 本人（家族を含む）

収入 支出

送金 食費

アルバイト 住居費

定職 授業料

奨学金 通学費

その他 教育費

預貯金 光熱費等

支給期間 雑費

名称 その他

合計 合計

免除を申請するにあたり、私の１か月間の平均生活費を次のとおり報告し、独立生計
者であることを申し立てます。



様式10-独立生計    

独立生計認定については、次の全ての認定要件に該当する必要があります。
以下に例示する書類を提出し、全ての認定要件を満たしていることを証明してください。

※提出いただいた書類で３つの要件を全て満たしているか確認ができない場合は、追加で書類を
要求する場合があります。

【独立生計者認定要件】
１．所得税法上及び健康保険上、父母等の扶養家族でない者
２．本人（及び配偶者）の父母等と別居している者
３．本人（又は配偶者）に収入があり、その収入について所得申告がなされ、所得証明書が

発行される者

（例）提出書類
①本人または配偶者が筆頭の健康保険被保険者証（写）

（国民健康保険の場合は、本人または配偶者が世帯主）（上記１）
②住民票、運転免許証などの本人(または配偶者)及び父母に関する確認書類（写）（上記２）
③本人(配偶者があるときは配偶者を含む。)の最新の市町村発行の所得（課税）証明書（原本）及び、

源泉徴収票（写）または確定申告書第一表・第二表（控）（写）など収入が確認できるもの
（上記３）



様式11-長期療養    

申請者氏名

受診者 氏名 年齢（  歳)

住所

医療費について上記のとおり証明します。
令和 年 月 日

診療機関名
医師名等 印
所在地
電話 （ ） ー

《払戻金額》

学部・研究科・
教育部

計 ②

令和3年2月 令和3年8月
令和3年3月 令和3年9月

令和2年12月 令和3年6月
令和3年1月 令和3年7月

令和2年10月 令和3年4月
令和2年11月 令和3年5月

計 ➀

領収月
患者負担額

（入院患者の食費は除く。）
領収月

患者負担額
（入院患者の食費は除く。）

令和3年3月 令和3年9月

令和3年4月
令和3年5月
令和3年6月
令和3年7月
令和3年8月

令和2年10月
令和2年11月
令和2年12月
令和3年1月
令和3年2月

長 期 療 養 証 明 書

記

領収月
患者負担額

（入院患者の食費は除く。）

各 診 療 機 関 殿

１.傷病名
２.診療開始日
３.診療期間

年 月 日
  年  ヶ月（   年  月  日～  年  月  日）

月・週  回程度で    年   ヶ月

入院（予定）
通院（予定）

患者負担額
（入院患者の食費は除く。）

領収月

下記については申請者が記入してください。

※払戻金額は必ず記入してください。ない場合は「なし」と記入してください。記入のない場合は、医療費の証明があっても
控除の対象となりません。

➀ー②＝ 円

このたび、熊本大学に在学中（入学予定）の、（続柄） （氏名）
が、授業料免除申請に必要なため、私（受診者）に関わる下記事項について証明願います。



様式11-長期療養    

長期療養に係る特別控除について

・申請時現在において、６ヶ月以上の長期療養中の方又は医師の診断等により療養が必要であると
診断され、療養のため通常の生活が困難な方がいる世帯が対象となります。

なお、申請時現在において療養を終わった方、歯や高血圧等の治療のため病院等に通院してい
ても通常どおりの生活が可能な方（仕事、日常の生活に支障のない者）は該当しません。

・控除の対象となる費目は、診療代、治療代、入院費（食費を除く。）、看護人費用、医師等の指
示により治療又は療養のために支出する医薬品代、医師等が必要と認めた治療用装具代、医師が
証明したおむつ代などです。

なお、特別室差額室料や施設使用料は、医師が治療のために必要と認めた場合に限り、控除
の対象となります。

・健康保険法の規定により支給を受ける家族療養費、高額療養費などの保険金などで補てんされる
場合は、その補てんされた金額分については、控除の対象となりません。

※長期療養に係る特別控除の希望者で、免除申請書類提出時までに間に合わない領収月の負担額や払
戻金額は、後日、追加で提出することも可能です。間に合わない場合は、申請時の面談等で個別に申
し出てください。
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申請者氏名

上記の者は、下記のとおり単身赴任者であることを証明します。

      年   月   日

円

令和   年   月   日

印

（ ） ー

代 表 者 名

所 在 地

電 話

＊手当額には、住居手当を （ 含む  ・  含まない ）

「含む」場合の住居手当額 

単身赴任先

単身赴任手当額 ＊

就業者

 ＝この証明書は勤務先の命令により単身赴任をしている方が対象です。＝

事 業 所 名

単 身 赴 任 証 明 書

記

氏名
（自署）

住所

単身赴任発令日

学部・研究科・
教育部

このたび、熊本大学に在学中（入学予定）の（続柄） （氏名）
が、免除申請に必要なため、私（就業者）に関わる下記事項について証明願います。



様式12-単身赴任    

主たる家計支持者の別居による特別控除について
※単身赴任証明書（様式12）、及び主たる家計支持者の別居（単身赴任等）に係る支出状況申告

書（様式13）を提出してください。

・勤務先の都合により、主たる家計支持者が家族と別居している場合の「単身赴任等」の世帯が
対象となります。

・別居のために特別に支出している金額として、住居費、光熱・水道費等の実費が対象となります。
ただし、会社等から支給されている単身赴任手当等の金額分については、控除対象となりません。
また、食費、交際費、自宅との交通費などの経費も控除対象となりません。

・別居のために特別に支出している実費が単身赴任手当等の金額を上回る場合のみ提出してくださ
い。



様式13-別居    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

別居者氏名 続柄

別居者住所

＊ 勤務先名 電話番号
＊状況を確認させていただく場合がありますので、必ず記入願います。

１.支出状況について（最近6ヶ月の状況を記入してください。）
年/月 住居費 水道料 電気料 ガス料 計 手当 差引

/
/
/
/
/
/

合計

円

円

※上記の証明として、最近6ヶ月の領収書及び給与明細等の手当額がわかる書類を必ず
 貼付してください。（A4の用紙に項目別に添付して提出してください。）

２.別居（単身赴任等）の期間について

     年   月 ～    年   月  まで 予定  ・   未定

半年分の自己負担額：

１年分の自己負担額：

令和       年  月  日

主たる家計支持者の別居（単身赴任等）に係る支出状況申告書

授業料免除申請用 別居のため特別に支出している実費が
単身赴任手当等の金額を上回る場合のみ
提出してください。

ア

ア

ア×２＝



様式14-年金    

学部・研究科・
教育部 申請者氏名

この欄にコピーを貼り付けてください。（裏面も可）
※受給者の氏名と年金番号、金額がわかるようにコピーすること。

【注意事項】

①最新の年金額改定通知書又・年金振込（支払）通知書・年金等の源泉

 徴収票等を貼付してください。

➁1枚に受給者1名分ずつ貼りつけてください。

➂この用紙が複数枚必要な場合は、各自コピーしてください。

年金受給状況申告書

受給者氏名 続柄（    ）

年金の種類 年金額（年額）
円  

障害年金（基礎・厚生） 円  
遺族年金（基礎・厚生） 円  

合計 円  

令和         年  月  日

円  
個人年金（           ） 円  
個人年金（           ） 円  

共済年金 円  
企業年金 円  

恩給 円  

《公的年金》 老齢基礎・厚生年金



様式14-年金    

糊 付 箇 所

糊 付 箇 所

糊 付 箇 所


